
業種別シリーズ

企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」
（以下、収益認識会計基準）が2022年3月期決算から
原則適用されています。
そこで、本稿では、2022年3月期決算期企業のうち、
東証、金融庁での業種区分がいずれも小売業とされて
いる134※1社の収益認識会計基準に関する開示状況
を分析しています。文中の意見に関わる部分は筆者の
私見である点はあらかじめ申し添えます。

1. 会計方針の変更に関する注記
収益認識会計基準の適用に伴う会計方針の変更は、
会計基準等の改正に伴う会計方針の変更に該当するた
め、連結財務諸表（または財務諸表）上、会計方針の
変更として注記することが求められています（連結財
務諸表規則14条の2、財務諸表等規則8条の3 1項）。
分析対象会社のうち、収益認識会計基準の適用に
ついて会計方針の変更に関する注記を記載していた
128社における影響額の開示状況を集計したところ、

＜表1＞及び＜表2＞に示す結果となりました。

＜表1＞より、収益認識会計基準の導入による貸借対
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※1　主なもののみを集計しているものや重複がある場合、本稿中の表と合計が一致しないものがある。

▶表1　会計方針の変更に関する注記における影響額
の開示状況①

会社数
影響額の記載状況 貸借対照表 キャッシュ・フロー計算書
記載あり 24 9

軽微の旨記載 10 18

記載なし 94 101

合計 128 128

▶表2　会計方針の変更に関する注記における影響額
の開示状況②

損益計算書

売上高 売上原価 販売費及び 
一般管理費 段階損益 会社数

影響額の記載あり 28

影響額の記載なし 18

軽微の旨記載 15

影響額の
記載あり

影響額の
記載なし

影響額の
記載あり

影響額の
記載なし 12

影響額の記載あり 影響額の記載なし 11

影響額の
記載あり 影響額の記載なし 影響額の

記載あり 10

その他 34

合計 128
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照表またはキャッシュ・フロー計算書への影響があっ
た会社はそれぞれ20～30社程度と、少なかったこと
が分かります。他方、＜表2＞より、損益計算書につ
いては、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費、
段階損益（以下、損益計算書項目）の全てについて影
響額を記載していた会社が最多の28社となっている
ことや、売上高と販売費及び一般管理費や売上高と売
上原価といった損益計算書項目のいずれかについて影
響額を記載している会社が多かったことから、小売業
においては収益認識会計基準の導入に伴う損益計算書
への影響があった会社が多いことがうかがえます。
また、会計方針の変更に関する注記に記載されてい
る取引の内容を集計したところ、＜表3＞に示す結果
となりました。

＜表3＞からは、小売業においては代理人取引によ
る総額処理から純額処理への変更や自社ポイント制度
によるポイント引当金から契約負債への変更という点
で多くの企業に影響があったことが分かります。

2. 重要な会計方針
収益認識会計基準80-2項では、顧客との契約から
生じる収益に関する重要な会計方針として、①企業の
主要な事業における履行義務の内容②企業が当該履行
義務を充足する通常の時点を注記することが求められ
ています。また、企業が重要な会計方針に該当すると
判断した事項が記載されることになります。3月決算
の小売業では、＜表4＞の通りの開示がなされていま
した。

小売業の履行義務の充足時点としては、引渡時点と
している事例が非常に多く見られました。その他、長
期保証サービスやフランチャイズ契約のような履行義
務については一定期間にわたり収益を認識しているこ
とを示す事例やEC販売などについて出荷基準を記載
する事例も多数見られました。履行義務の内容として
は、商品販売の他、ポイント制度に関する履行義務や
代理人に該当する具体的な取引を記載している事例な
どが見られました。小売業の中でも各社が展開する事
業はさまざまであり、主要な事業ごとにどういった履
行義務があり、どの時点で収益を認識しているかを分
析した上で、開示されていることがうかがえます。

3. 収益認識に関する注記
（1）収益の分解情報
収益認識会計基準80-10項では、顧客との契約か

ら生じる収益を、収益及びキャッシュ・フローの性
質、金額、時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要
因に基づく区分に分解した注記が求められています。
今回の分析対象会社のうち37社が＜表5＞の通り、分
解情報における主要な要因について、1つの区分での
開示となっていました。全体の3割弱となっており、
単一の事業で多店舗展開をしている会社が見て取れま
した。

対して、分解情報を複数の要因で区分し開示してい
る会社では商品の種類ごとに分解している会社が54

社と一番多く、続いて販売形態、履行義務の充足によ
る収益の認識、地域別となっていることが＜表6＞に
て確認できます。
また、分解情報における主要な要因ごとの区分数と
しては最大で10区分、最小で2区分、平均3.7区分と
の結果が見て取れます。さまざまな業態や業種を有す
る小売業では、分解情報も多様な要因を有しているこ

▶表3　会計方針の変更に関する注記における取引内
容の開示状況

取引の内容 会社数
自社ポイント 49

代理人取引 42

他社ポイント 17

フランチャイズ加盟金等 8

▶表4　小売業の会計方針
主な収益認識時点

引渡 一定期間 出荷 検収
81 36 24 10

主な履行義務

商品販売 ポイント 本人代理人 フランチャイズ
102 37 37 19

▶表5　収益の分解情報の開示状況①
分解情報の区分数 会社数

単一 37

複数 95

▶表6　収益の分解情報の開示状況②
分解情報 会社数

商品種類 54

販売形態 22

履行義務の充足による収益の認識 13

地域別 6
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とが読み取れます。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
当該情報では、1）契約及び履行義務に関する情報 

2）取引価格の算定に関する情報 3）履行義務への配
分額の算定に関する情報 4）履行義務の充足時点に関
する情報 5）収益認識会計基準の適用における重要な
判断の注記が求められています。
多くの事例で、2.の重要な会計方針に記載の情報を
参照するパターンが採用されていました。履行義務の
内容や充足時点の他で多く記載されていたのは、重要
な支払条件でしたが、大半が短期間であったという点
は小売業における特徴の1つであると考えられます。
その他には取引価格の算定に関する情報が多く見られ
ましたが、中でも重要な金融要素がない旨、返品や値
引を取引価格から控除している旨、代理人取引は純額
としている旨の記載がされているケースが多くありま
した。一方で、履行義務の配分額への算定（変動対価
を含む）などを記載しているケースはあまり見られま
せんでした。

（3）当期及び翌期以降の収益を理解するための情報
当該情報では、契約資産及び契約負債の残高等（収
益認識会計基準80-20項）及び残存履行義務に配分
した取引価格の注記（収益認識会計基準80-21項）
が求められています。契約資産を注記している例はほ
とんどなく（1社）、＜表7＞の通り、契約負債につい
て内容を記載している事例ではポイントなどを記載す
る事例が多くありました。また、残存履行義務に配分
した取引価格については、実務上の便法※2により省略
している旨を明示している事例の他、契約負債に比べ
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E-mail：yuki.oura@jp.ey.com

※2　収益認識会計基準80-22項では、以下の場合には、残存履行義務に配分した取引価格に含めないことができるとされている。
（1）履行義務が、当初に予想される契約期間（第21項参照）が1年以内の契約の一部である。
（2）履行義務の充足から生じる収益を適用指針第19項に従って認識している。
（3）次のいずれかの条件を満たす変動対価である。

①　売上高又は使用量に基づくロイヤルティ
②　第72項の要件に従って、完全に未充足の履行義務（あるいは第32項(2)に従って識別された単一の履行義務に含ま
れる1つの別個の財又はサービスのうち、完全に未充足の財又はサービス）に配分される変動対価

▶表7　小売業の契約負債、残存履行義務の分析
主な契約負債

ポイント 加盟金 商品券 保証
32 8 7 7

主な残存履行義務

実務上の便法 商品券 ポイント 加盟金
48 10 11 4

商品券を記載する事例が多く見られました。これは収
益認識を見込む期間が長期になる傾向があり、多数の
会社で開示対象とされたものと考えられます。

収益認識会計基準に関する注記においては、会計基
準で定める注記の全てを漏れなく開示するのではなく、
開示目的に照らして重要と判断された事項が記載され
ることになります。すなわち、前述の分析の結果は、
開示目的に照らして企業自らが重要であると判断した
事項であるため、小売業における重要論点を理解する
手がかりになるものと考えられます。本稿が皆さまの
開示検討や論点検討、同業他社企業の分析の一助にな
れば幸いです。

Ⅲ　おわりに
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